
（様式1-2）新規評価シート

1

国庫 その他 県債 一般財源

要配慮者施設、市道120m

要配慮者施設の保全

災害に強い地域づくり

建設部　砂防課

事業名 急傾斜地崩壊対策等 路河川名等 (急)地家

事業毎の通番 市町村名 佐久市 箇所名（ふりがな） 地家(じけ)

関連する計画や
重点施策

第３期長野県強靭化計画
関連する事業
プロジェクト

なし

現状と課題

　当該箇所は佐久市の中心部より南西側に位置し、最大勾配53.0°、片貝川の西、低山地の東向き斜面となる。比高12-20ｍ程
度であり、保全対象として市道L=120m及び災害時要配慮者利用施設「らいおんハート佐久ケアプランセンター」「らいおんハート
リハビリ温泉デイサービス佐久」が存在し、土砂災害防止法の特別警戒区域に入っている。現地斜面は長大で直下に要配慮者
利用施設があり、土砂崩落等による施設への被害が懸念される。

事業目的 　本事業により、急傾斜崩壊防止施設を整備し、土砂災害を未然に防止する。

事
業
概
要

着手年度 2023年度（令和５年度）
事業期間 ７年間

事業費
（千円）

財源内訳（千円）

完了年度(予定)

事
業
の
位
置
づ
け

県総合５か年計画
における位置づけ

1-2 ① 災害に強いインフラ等の整備の推進 SDGsの関連目標

2029年度（令和11年度）

妥当性
評価 ※

優先度
評価 ※

9,000

事
業
効
果

主な受益対象

期待される効果 費用便益比（B/C）
※B＝便益、C＝費用

8.6

人口減少を踏まえた
将来の活用見込み

保全対象の要配慮者利用施設が将来も存在する見通しを確認(佐久市に確認)
地域の重要な市道が保全対象となっており将来的にも十分な効果が見込まれる。

20,000全体事業内容 待受け工　L=100m 200,000 90,000 81,000

計
画
熟
度

地域からの要望経緯
及び地域の関わり

　地元・佐久市から要望がある

事業説明等の経緯
　R4年12月　佐久市に対し説明を実施
　R6年3月　　地元へ事業説明を実施予定

〇 3.8
政策評価室の意見 所管課の意見が妥当であると判断する。

県の評価案 事業着手 評価監視委員会意見 ― 評価の決定 事業着手

※【妥当性評価】事業実施の妥当性を「○」「✕」で判定　　※【優先度評価】事業着手の優先度を５点満点で評価（数字が大きいほど優先度が高い）

評
価
結
果

所管課の意見
　当急傾斜地は、保全対象には災害時に逃げ遅れによる人的被害が発生する要配慮者利用施設が立
地している。また、要配慮者利用施設は土砂災害特別警戒区域内に位置しているため緊急性が高いこ
とから早期に対策が必要であり、事業着手が妥当であると判断する。

●
(箇所名）地家

標準横断図

遠景がけ近接箇所

平面図

公共的建物

対策施設

らいおんハート

（要配慮者利用施設）

↓ Hmax

＝20.0m最大53.0度
平均41.7度

崩壊土砂防止柵工

市道

崩壊土砂防止柵工

らいおんハート

（要配慮者利用施設）



（様式1-2）新規評価シート

2

国庫 その他 県債 一般財源

人家

人家の保全

災害に強い地域づくり

建設部　砂防課

事業名 急傾斜地崩壊対策等 路河川名等 (急)塩沢東

事業毎の通番 市町村名 軽井沢町 箇所名（ふりがな） 塩沢東(しおざわひがし)

関連する計画や
重点施策

第３期長野県強靭化計画
関連する事業
プロジェクト

なし

現状と課題
当該箇所は軽井沢町の中心部より南東側に位置し、最大勾配56.0°、一級河川泥川に面し、河岸段丘の南向き斜面となる。比
高18-27ｍ程度であり、保全対象として人家10戸が存在し、土砂災害防止法の警戒区域に入っている。現地斜面は長大で令和
元年東日本台風で法面崩壊が発生し、人家に迫っており、さらなる崩壊の拡大が懸念される。

事業目的 　本事業により、急傾斜崩壊防止施設を整備し、土砂災害を未然に防止する。

事
業
概
要

着手年度 2023年度（令和５年度）
事業期間 ９年間

事業費
（千円）

財源内訳（千円）

完了年度(予定)

事
業
の
位
置
づ
け

県総合５か年計画
における位置づけ

1-2 ① 災害に強いインフラ等の整備の推進 SDGsの関連目標

2031年度（令和13年度）

妥当性
評価 ※

優先度
評価 ※

27,000

事
業
効
果

主な受益対象

期待される効果 費用便益比（B/C）
※B＝便益、C＝費用

1.6

人口減少を踏まえた
将来の活用見込み

　全国的にも人気が高い保養地が保全対象となっており将来的にも十分な効果が見込まれる。

60,000全体事業内容 法面工　L=300m　A＝5,000m2 600,000 270,000 243,000

計
画
熟
度

地域からの要望経緯
及び地域の関わり

　地元・軽井沢町から要望がある

事業説明等の経緯
　令和4年12月　軽井沢町に対し説明を実施
　令和6年3月　 地元へ事業説明を実施予定

〇 3.6
政策評価室の意見 所管課の意見が妥当であると判断する。

県の評価案 事業着手 評価監視委員会意見 ― 評価の決定 事業着手

※【妥当性評価】事業実施の妥当性を「○」「✕」で判定　　※【優先度評価】事業着手の優先度を５点満点で評価（数字が大きいほど優先度が高い）

評
価
結
果

所管課の意見
　当急傾斜地は、保全対象として人家10戸が立地している。人家の中には災害特別警戒区域内に位置
しているものもあるため、緊急性が高いことから早期に対策が必要であり、事業着手が妥当であると判
断する。

●
(箇所名）塩沢東

標準横断図

人家直下滑落崖近景がけ近接箇所

住宅↓

Hmax

＝27.0m最大56.0度
平均40.0度

地山補強土工

←（一）泥川

平面図

（一）泥川



（様式1-2）新規評価シート

3

国庫 その他 県債 一般財源

　人家４戸、避難所（下中曽倉生活改善センター）、市道200m

建設部　砂防課

事業名 急傾斜地崩壊対策事業 路河川名等 （急）扇場（２）

事業毎の通番 市町村名 駒ヶ根市 箇所名（ふりがな） 下中曽倉（したなかそぐら）

2028年度（令和10年度）

関連する計画や
重点施策

第３期長野県強靭化計画
関連する事業
プロジェクト

なし

現状と課題
当箇所は、駒ヶ根市の下中曽倉に位置する急傾斜地であり、最大勾配53°最大高さ47ｍの急斜面である。保全対象として、人
家４戸及び地域防災計画に記載のある避難所である下中曽倉生活改善センターが存在する。斜面崩壊が発生した際には、甚大
な被害が生じる恐れがある。

171,000

事業目的 　本事業により、急傾斜崩壊防止施設を整備し、土砂災害を未然に防止する。

事
業
概
要

着手年度 2023年度（令和5年度）
事業期間 6年間

事業費
（千円）

財源内訳（千円）

完了年度(予定)

事
業
の
位
置
づ
け

県総合５か年計画
における位置づけ

1-2 ① 災害に強いインフラ等の整備の推進 SDGsの関連目標

妥当性
評価 ※

優先度
評価 ※

19,000

事
業
効
果

主な受益対象

期待される効果 費用便益比（B/C）
※B＝便益、C＝費用

1.7

人口減少を踏まえた
将来の活用見込み

　保全対象の人家及び避難所（下中曽倉生活改善センター）が将来も存続する見通しを確認（駒ヶ根市に確認）
　地域の重要なライフライン施設が保全対象となっており将来的にも十分な効果が見込まれる。

20,000

　人家４戸及び避難所（下中曽倉生活改善センター）の保全
　災害に強い地域づくり

全体事業内容 待受け工　L=200m 400,000 190,000

計
画
熟
度

地域からの要望経緯
及び地域の関わり

　地元・駒ヶ根市から要望がある

事業説明等の経緯
　R4年6月　　駒ヶ根市に対し説明を実施
　R6年3月　　事業計画について地元説明予定

〇 3.9
政策評価室の意見 所管課の意見が妥当であると判断する。

県の評価案 事業着手 評価監視委員会意見 ― 評価の決定 事業着手

※【妥当性評価】事業実施の妥当性を「○」「✕」で判定　　※【優先度評価】事業着手の優先度を５点満点で評価（数字が大きいほど優先度が高い）

評
価
結
果

所管課の意見
　当急傾斜地は、保全対象には人家4戸及び地域防災計画に記載のある避難所が立地する。人家の中
には災害特別警戒区域内に位置しているものもあるため、緊急性が高いことから早期に対策が必要で
あり、事業着手が妥当であると判断する。

平面図

●
（下中曽倉）

警戒区域

特別警戒区域

下中曽倉生活改善センター全景
下中曽倉生活改善センター裏の状況

警戒区域

特別警戒区域

下中曽倉生活

改善センター

横 断 図

写真②写真①

②

① 下中曽倉生活

改善センター
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国庫 その他 県債 一般財源

人家、避難所、重要路線の保全

建設部　砂防課

事業名 急傾斜地崩壊対策 路河川名等 （急）羽場

事業毎の通番 市町村名 飯田市 箇所名（ふりがな） 羽場（はば）

2031年度（令和13年度）

関連する計画や
重点施策

第３期長野県強靭化計画
関連する事業
プロジェクト

なし

現状と課題

　当該箇所は、長野県飯田市一級河川松川左岸に位置し、斜面の下端延長760ｍ、最大高さ29.2ｍ（平均23.1ｍ）、最大角度
49.1°（平均36.5°）の急傾斜地である。急傾斜地の崩壊の恐れがあるとして、昭和53年3月27日に急傾斜地崩壊危険区域に指
定され、一部で対策工が実施されたものの、要配慮者利用施設かつ避難所である羽場保育園を含む一部において、対策が実施
されていない。

243,000

事業目的 　本事業により、急傾斜崩壊防止施設を整備し、土砂災害を未然に防止する。

事
業
概
要

着手年度 2023年度（令和５年度）
事業期間 ９年間

事業費
（千円）

財源内訳（千円）

完了年度(予定)

事
業
の
位
置
づ
け

県総合５か年計画
における位置づけ

１－２ ① 災害に強いインフラ等の整備の推進 SDGsの関連目標

妥当性
評価 ※

優先度
評価 ※

27,000

事
業
効
果

主な受益対象 　人家54戸、JR飯田線、市道1,216ｍ（飯田市地域防災計画緊急輸送路）

期待される効果 費用便益比（B/C）
※B＝便益、C＝費用

8.3

人口減少を踏まえた
将来の活用見込み

地域の重要なライフライン施設が保全対象となっており将来的にも十分な効果が見込まれる

60,000全体事業内容
法面工　L=200ｍ A=7,000m2
待受け工　L=200ｍ H=3.0m

600,000 270,000

計
画
熟
度

地域からの要望経緯
及び地域の関わり

　地元・飯田市から要望がある

事業説明等の経緯
　R4年3月　飯田市に対し説明を実施
　R6年3月　地元へ事業説明を実施予定

〇 4.9
政策評価室の意見 所管課の意見が妥当であると判断する。

県の評価案 事業着手 評価監視委員会意見 ― 評価の決定 事業着手

※【妥当性評価】事業実施の妥当性を「○」「✕」で判定　　※【優先度評価】事業着手の優先度を５点満点で評価（数字が大きいほど優先度が高い）

評
価
結
果

所管課の意見
　当急傾斜地は、保全対象には人家54戸及び要配慮者利用施設かつ地域防災計画に記載のある避難
所が立地する。人家の中には災害特別警戒区域内に位置しているものもあるため、緊急性が高いこと
から早期に対策が必要であり、事業着手が妥当であると判断する。

羽場

飯田市役所

ＪＲ飯田線S53.3.27指定

県告第145号

床 固

床

固

5 1 0

5 1 5

5 1 5

5 1 5

5 0 0

5 1 0

飯 田 市

羽 場

羽 場 町 五 丁 目

羽 場 町 三 丁 目

羽 場 町 四 丁 目

白 山 通 り 三 丁 目

羽 場 坂

松 川 町

国
道

羽 場 坂 踏 切

松

川

切

石

大

橋

羽 場 保 育 園

羽 場 ７ 区

井 下 西 集 会 所

天 理 教
上 飯 田 分 教 会

松 川 町 集 会 所

羽

場
保
育
園

運

動
場

（ 工 事 中 ）

羽 場

Ｎ

凡例

既存施設
（擁壁工、落石防護柵工）

土砂災害特別警戒区域
土砂災害警戒区域

現場吹付法枠工（計画）
崩壊土砂防止柵工（計画）
急傾斜地崩壊危険区域

K06-205-065 羽場

羽場保育園

羽場保育園

崩壊土砂防止柵工
L=110m

崩壊土砂防止柵工
L=90m

現場打法枠工
L=90m

現場打法枠工
L=110m

R3.10落石（区域近接）

R3.10落石
（区域近接）

R3.10落石

羽場保育園

平面図

横断図

現場打法枠工

崩壊土砂防止柵工

H=27m

H=27m
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国庫 その他 県債 一般財源

人家10戸、村道240m

人家10戸の保全

災害に強い地域づくり

〇 3.6
政策評価室の意見 所管課の意見が妥当であると判断する。

県の評価案 事業着手 評価監視委員会意見 ― 評価の決定 事業着手

※【妥当性評価】事業実施の妥当性を「○」「✕」で判定　　※【優先度評価】事業着手の優先度を５点満点で評価（数字が大きいほど優先度が高い）

評
価
結
果

所管課の意見
　当急傾斜地は、保全対象として人家10戸が立地している。また、人家の中には土砂災害特別警戒区
域内に位置しているものもあるため、緊急性が高いことから早期に対策が必要であり、事業着手が妥当
であると判断する。

計
画
熟
度

地域からの要望経緯
及び地域の関わり

　地元・朝日村から要望がある

事業説明等の経緯
　R4年12月　朝日村に対し説明を実施
　R6年3月　  地元へ事業説明を実施予定

妥当性
評価 ※

優先度
評価 ※

19,000

事
業
効
果

主な受益対象

期待される効果 費用便益比（B/C）
※B＝便益、C＝費用

4.0

人口減少を踏まえた
将来の活用見込み

保全対象の人家が将来も存在する見通しを確認(朝日村に確認)
地域の重要なライフライン施設が保全対象となっており将来的にも十分な効果が見込まれる。

20,000全体事業内容 待受け工　L=200m 400,000 190,000 171,000

事業目的 　本事業により、急傾斜崩壊防止施設を整備し、土砂災害を未然に防止する。

事
業
概
要

着手年度 2023年度（令和5年度）
事業期間 6年間

事業費
（千円）

財源内訳（千円）

完了年度(予定)

事
業
の
位
置
づ
け

県総合５か年計画
における位置づけ

1-2 ① 災害に強いインフラ等の整備の推進 SDGsの関連目標

2028年度（令和10年度）

関連する計画や
重点施策

第３期長野県強靭化計画
関連する事業
プロジェクト

なし

現状と課題
　当箇所は、東筑摩郡朝日村の横出ヶ崎に位置する急傾斜地であり、最大勾配33°最大高さ65ｍの急斜面である。保全対象と
して、人家10戸、事業所１箇所が存在する。斜面崩壊が発生した際には、甚大な被害が生じる恐れがある。

事業毎の通番 市町村名 朝日村 箇所名（ふりがな） 横出ヶ崎(よこでがさき)

建設部　砂防課

事業名 急傾斜崩壊対策事業等 路河川名等 (急)横出ヶ崎

● (横出ヶ崎）

標準横断図

全体写真（保全対象と斜面の関係）斜面状況（小崩壊跡あり）

平面図

H=18m〜65m(平均48m)

勾配＝30°〜33°(平均32°)
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（様式1-2）新規評価シート

6

国庫 その他 県債 一般財源

人家20戸、宿泊施設6箇所、町道100m

人家20戸、宿泊施設6箇所の保全

災害に強い地域づくり

建設部　砂防課

事業名 急傾斜崩壊対策事業等 路河川名等 (急)渋

事業毎の通番 市町村名 山ノ内町 箇所名（ふりがな） 渋(しぶ)

関連する計画や
重点施策

第３期長野県強靭化計画
関連する事業
プロジェクト

なし

現状と課題
　当箇所は、山ノ内町の渋地区に位置する急傾斜地であり、最大勾配61°最大高さ26ｍの急斜面である。保全対象として、人家
20戸、宿泊施設6箇所が存在する。斜面崩壊が発生した際には、甚大な被害が生じる恐れがある。

事業目的 　本事業により、急傾斜崩壊防止施設を整備し、土砂災害を未然に防止する。

事
業
概
要

着手年度 2023年度（令和5年度）
事業期間 6年間

事業費
（千円）

財源内訳（千円）

完了年度(予定)

事
業
の
位
置
づ
け

県総合５か年計画
における位置づけ

1-2 ① 災害に強いインフラ等の整備の推進 SDGsの関連目標

2028年度（令和10年度）

妥当性
評価 ※

優先度
評価 ※

9,000

事
業
効
果

主な受益対象

期待される効果 費用便益比（B/C）
※B＝便益、C＝費用

9.6

人口減少を踏まえた
将来の活用見込み

保全対象の人家が将来も存在する見通しを確認(山ノ内町に確認)
地域の重要なライフライン施設(町道)が保全対象となっており将来的にも十分な効果が見込まれる。

20,000全体事業内容 法面工　L=140m　A=3,000m2 200,000 90,000 81,000

計
画
熟
度

地域からの要望経緯
及び地域の関わり

　地元・山ノ内町から要望がある

事業説明等の経緯
　R4年12月　山ノ内町に対し説明を実施
　R6年3月　  地元へ事業説明を実施予定

〇 3.6
政策評価室の意見 所管課の意見が妥当であると判断する。

県の評価案 事業着手 評価監視委員会意見 ― 評価の決定 事業着手

※【妥当性評価】事業実施の妥当性を「○」「✕」で判定　　※【優先度評価】事業着手の優先度を５点満点で評価（数字が大きいほど優先度が高い）

評
価
結
果

所管課の意見
　当急傾斜地は、保全対象として人家20戸が立地している。また、人家の中には土砂災害特別警戒区
域内に位置しているものもあるため、緊急性が高いことから早期に対策が必要であり、事業着手が妥当
であると判断する。

● (渋）

標準横断図

全体写真（保全対象と斜面の関係）斜面状況（小崩壊跡あり）R3.8パトロール

平面図

H=5m〜26m(平均18m)

勾配＝43°〜61°(平均54°)

土砂流出あり

保全対象と斜面の関係

61°
通信施設



（様式1-2）新規評価シート
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国庫 その他 県債 一般財源

人家1戸、避難所、県道210m

人家1戸、避難所の保全

災害に強い地域づくり

建設部　砂防課

事業名 急傾斜崩壊対策事業等 路河川名等 高萩前

事業毎の通番 市町村名 筑北村 箇所名（ふりがな） 高萩前（たかはぎまえ）

関連する計画や
重点施策

第３期長野県強靭化計画
関連する事業
プロジェクト

なし

現状と課題
　当箇所は、長野県中部の筑北村に位置する急傾斜地であり、最大勾配52°最大高さ15ｍの急斜面である。保全対象として、
人家1戸、地域防災計画に位置付けられている避難場所が存在する。斜面崩壊が発生した際には、甚大な被害が生じる恐れが
ある。

事業目的 　本事業により、急傾斜崩壊防止施設を整備し、土砂災害を未然に防止する。

事
業
概
要

着手年度 2023年度（令和５年度）
事業期間 5年間

事業費
（千円）

財源内訳（千円）

完了年度(予定)

事
業
の
位
置
づ
け

県総合５か年計画
における位置づけ

1-2 ① 災害に強いインフラ等の整備の推進 SDGsの関連目標

2027年度（令和９年度）

妥当性
評価 ※

優先度
評価 ※

9,000

事
業
効
果

主な受益対象

期待される効果 費用便益比（B/C）
※B＝便益、C＝費用

1.9

人口減少を踏まえた
将来の活用見込み

保全対象の人家が将来も存在する見通しを確認(筑北村に確認)
地域の重要なライフライン施設が保全対象となっており将来的にも十分な効果が見込まれる。

20,000全体事業内容 待受け工　L=100m 200,000 90,000 81,000

計
画
熟
度

地域からの要望経緯
及び地域の関わり

　地元・筑北村から要望がある

事業説明等の経緯
　令和4年12月　筑北村に対し説明を実施
　令和6年3月　  地元へ事業説明を実施予定

〇 3.8
政策評価室の意見 所管課の意見が妥当であると判断する。

県の評価案 事業着手 評価監視委員会意見 ― 評価の決定 事業着手

※【妥当性評価】事業実施の妥当性を「○」「✕」で判定　　※【優先度評価】事業着手の優先度を５点満点で評価（数字が大きいほど優先度が高い）

評
価
結
果

所管課の意見
　当急傾斜地は、保全対象には人家1戸及び地域防災計画に記載のある避難所が立地する。人家は土
砂災害特別警戒区域内に位置しているため、緊急性が高いことから早期に対策が必要であり、事業着
手が妥当であると判断する。

● (高萩前）

標準横断図平面図

H=5m〜15m(平均10m)

勾配＝30°〜52°(平均41°)

全景写真
斜面状況

保全対象
（坂井高齢者生活支援センター）

坂井高齢者生活支援センター

県道丸子信州新線

擁壁にクラック


